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管路更生営業部 官需事業企画開発室
管路更生事業部環境・ライフラインカンパニー 下水道の現状と課題やPPP(官民連携)に

ついて詳しくご紹介いたします。
積水化学  ウォーターPPPWEBで検索！

特設WEBサイトにて管路包括事業解説動画公開中！



道路の陥没管路の劣化マンホールからの溢水

下水道管路PPPの豊富な実績があります。

近 い 未 来 も
遠 い 未 来 も
積水化学のウォーターPPPで
安心・安全の街づくりへ

当社が保有する
管路更生技術を活用し、
ウォーターPPPが目指す

を強力に推進します

北海道
岩見沢市 北海道
2015年4月から
積水化学北海道(株)にて現在 第3期実施中

大阪府
堺市

大阪府

2016年4月から
現在 第3期実施中

大阪府
大阪狭山市

大阪府

2016年4月から
現在 第2期実施中

千葉県
柏市
2018年10月から
現在 第2期実施中

千葉県
東京都
武蔵野市
2024年4月より
業務開始

東京都

河内長野市
大阪府

2014年4月から
現在 第3期実施中

大阪府

劣化調査・
診断システム
劣化調査・
診断システム

ストック
マネジメント計画
ストック
マネジメント計画

下水道管路施設の機能維持下水道管路施設の機能維持

管路更生工法管路更生工法

「改築を含む
管路ストックマネジメント」
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全国初! 下水道管路施設の
改築更新を主たる業務とした予防保全型包括的民間委託

［1］官民連携による下水道管路施設の
　　   機能維持・維持管理業務の効率化と
　　   サービスレベルの向上

［2］発生対応型維持管理から
　　   予防保全型維持管理へ転換し安定かつ
　　   継続的な下水道施設の機能維持

目　的

柏管路包括事業
第1期総括動画

柏市の実績
積水化学なら全国

に先駆け

改築更新を主体と
した

包括的民間委託の
実績があります
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様々な課題を抱える下水道

老朽化が進むと様々な問題・不具合が発生します。
日本のインフラ資産総額は993兆円あり、
下水道はその1割強の101兆円を占めています。

下水道は生活に欠かせないインフラです。

そのうち8割の

約81兆円が
管路施設です。

予防保全が
大切になります。

管の破損や
継手のズレが
起きると…

老朽化対策のための人員や予算も不足しています。

下水道使用量収入の
減少により経費回収
率の低下。

維持費
改築費

UP

職員数減少
「ヒト」

使用料収入減少
「カネ」

下水道施設、管路の
更新需要が増加。ス
トック増による維持管
理費の増加。

施設老朽化
「モノ」

公共団体の職員数の
減少により技術力が
不足し、技術の継承が
困難に。

職員数

DOWN

木根が
侵入すると…

インフラの老朽化対策待ったなし!

全国で年間3,000件超の
道路陥没が発生しています！

住民からの通報の多くが
下水管、取付管の詰まりです！

処理水の増大は、下水道
運営の負担となります！

土砂が管の中に
引き込まれ、

道路の陥没に至
ります 雨水が侵入し、

処理場の負荷が
増大します 詰まりが発生し

、

溢水の原因にな
ります

合計
993兆円

粗資本ストックベースの
インフラの規模とセクター別内訳
出典：内閣府政策統括官「日本の社会資本 2023」

うち8割が

管きょ

うち
約2
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処理
場等
施設
・機
械装
置類
等

下水道
101兆円

水道

  道路
（港湾、鉄道等）

住宅、
 文教施設等

  農林漁業等

今後、管路は一気に老朽化していきます。

管きょの耐用年数は50年。
今後50年経過管が急増する
とみられています。

出典：国土交通省管路施設の年度別管理延長（2023年度末）
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50年経過管
約4万km

布設年度別管路管理延長
各年度末時点の管路管理延長

管路延長
約50万km

問題が発生してからの対応では、
人員や予算の計画が難しくなり
ます。執行体制の確保や効率的
な事業運営等など下水道事業の
持続のための様々な取組が必要
となります。

更新需要、
維持管理費

UP
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ウォーターPPPにより、安定した　 下水道事業の運営が可能になります。

官と民が連携した解決策、
それがウォーターPPPです！
P P Pの手法

PFI（Private Finance Initiative）
公共施設等の整備や運営・維持管理に民間の資金とノウハウを
活用し、公共サービスの提供を民間主導で行なう方式

コンセッション
利用料金の徴収を行なう公共施設について、施設の所有権を
公共が有したまま、施設の運営権を民間に設定する方式

PPP（Public Private Partnership）
行政と民間が連携して公共サービスの提供を行なう手法を
幅広く捉えた概念

ウォーターPPP
水道、下水道、工業用水道分野にお
いて、公共施設等運営事業(コンセッ
ション方式)に加え、コンセッション
方式に段階的に移行するための官民
連携方式として、新たに「管理・更新
一体マネジメント方式」を含めたもの

積水化学が考える
ウォーターPPP
下水道管路の管理・更新一体型マネジメントの実現

■事業開始以降の運営例（10年間を基本）
1年目

1年目 2年目 3年目 4年目

実施内容 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目2年目 3年目

業務
マネジメント

人材育成
（マネジメント人材）

更新工事
（更新実施型）

（計画済工事）

維持管理 
（点検・調査・清掃）

ストックマネジメント計画・
更新計画

モニタリング・
技術継承

その他業務
住民対応・データ管理・
企画提案業務等

ウォーター 範囲内業務ＰＰＰ

ウォーター 範囲外業務ＰＰＰ

官
側

官
側

民
側

民
側

■事前検討～事業者決定まで（約3～4か年）

行政は2012年度よりPPPに関して様々な施策を打ち出し、官民連携を推進しています。
第19回民間資金等活用事業推進会議(2023年6月2日)において、「PPP/PFI推進アクションプラン
(令和5年改定版)」が決定され、新たに「ウォーターPPP」の活用が位置づけられました。

行政のウォーターP P Pへの取り組み

高

包括的
民間委託
（レベル3.0）

直営
公共事業

従来型
個別委託

運営への民間関与度

PFI
コンセッション
（レベル4.0）

民間事業
ＰＰＰ

低

民
間
資
金
の
導
入
あ
り

民
間
資
金
の
導
入
な
し

運営への民間関与度

管理・更新一体
マネジメント型
（レベル3.5）

ウォーターPPP

（補助継続/料金値上げで予算確保）

導入可能性調査（FS）

自治体方針検討

地元意向確認/サウンディング

事業化決定
議会承認
公募書類作成

公募
事業者選定

次年度補助申請

（コンサル等へ依頼）

情報収集 公募対応JV・SPC
組成準備

ウ
ォ
ー
タ
ー
P
P
P
ス
タ
ー
ト
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PPPの手法は、運営への民間関与
度や民間資金の有無により、さま
ざまです。

ウ
ォ
ー
タ
ー
P
P
P

公共施設等運営事業
（コンセッション方式）

［レベル４］
長期契約

（10～20年） 性能発注 維持管理 修繕 更新工事 運営権
（抵当権設定）

利用料金
直接収受

管理・更新一体
マネジメント方式
［レベル３．５］

長期契約

性能発注

プロフィットシェア

更新支援型更新実施型

維持管理

修繕
ど
ち
ら
か

選
択

ど
ち
ら
か

選
択

❶契約期間：原則10年
企業の参画意欲、地方公共団体の取組易さ、スケールメリット、
投資効果の発現、雇用の安定、人材育成等を総合的に考慮。

❷性能発注を原則とする

❸維持管理と更新の一体マネジメント

管路については、移行措置として、仕様発注から開始し、
詳細調査や更新等を実施した箇所から段階的に性能発注に
移行していくことも可能。

維持管理と更新を一体的に最適化するための方式として、
維持管理と更新を一体的に実施する「更新実施型」と、更新
計画案の策定やコンストラクションマネジメント（ＣＭ）により
地方公共団体の更新を支援する「更新支援型」を基本とする。

❹プロフィットシェア
事業開始後もライフサイクルコスト縮減の提案を促進する
ため、プロフィットシェアの仕組みを導入すること。（更新支
援型の場合、プロフィットシェアは可能な範囲で採用する。）

下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第2.0版を加筆修正 



積水化学の
下水道管路
包括的民間委託

ウォーターPPPによる管路の
ストックマネジメントを検討してみませんか。

受託期間 受託者名

1期目事業（2016～2020年度）

2期目事業（2021～2025年度）

積水化学・管清工業・藤野興業・
日本インシーク・都市技術センター 共同企業体
積水化学・管清工業・藤野興業・
日本インシーク・カンキョウ 共同企業体

大阪狭山市

受託期間 受託者名

1期目事業（2014・2015年度）

3期目事業（2021～2025年度）

2期目事業（2016～2020年度）

積水化学・管清工業・日水コン・
都市技術センター・藤野興業 共同企業体

藤野興業・積水化学・管清工業・日水コン・
クリアウォーターOSAKA 共同企業体

同

河内長野市

第３期目事業が2021年度よりスタート。
本管改築工事（管更生工事）も業務に包括され
事業領域が拡大

自治体

再委託

地元協力企業
地域住民

業務委託契約

安定した下水道
事業への貢献

積水化学＋パートナー企業＋地元企業

交付金

想定される事業スキーム

蓄積したノウハウと実績と共に、新たな維持
管理のあり方である「管路包括」のパイオニア
として下水道事業に貢献いたします。

［1］維持管理を事後対応型から
  予防保全型へ転換
［2］下水道サービスレベルの
  維持・向上、業務の効率化
期待されるメリット

❶ 老朽化対応 予防保全
❷ サービスレベル向上
❸ 効率的運営

官民の
英知を結集

包括的管理業務の目的

ポンプ場の運転管理が加わり、2021年度から
第２期目の事業開始。
本管の改築工事（管更生工事）も
従来から続けて実施

［1］予防保全型維持管理による下水道
 施設の安定的かつ継続的機能発揮
［2］効率的な予防保全型維持管理の
 実現と経営の健全化
［3］技術力構築と下水道
 サービスレベルの維持・向上

包括的管理業務の目的

受託期間 受託者名
1期目事業（2015・2016年度）
2期目事業（2017～2021年度）

積水化学北海道（株）
同

3期目事業（2022～2026年度） 同

岩見沢市

これまで行われて来た管路施設の
維持管理業務全てを包括委託

［1］予防保全型維持管理体制の確立
［2］下水道施設の機能維持と寒冷地特有の
 管理を含めた維持管理の効率化
 ［3］下水道サービスレベルの維持・向上
 及び技術・ノウハウの継承

包括的管理業務の目的

堺　市

政令指定都市で初めてとなる
管路の包括委託を、地元企業と共に受託

［1］一括した複数年の委託による
　　下水道サービスレベルの
　　維持・向上と効率化

［2］予防保全型による老朽化対策

包括的管理業務の目的

受託期間 受託者名

1期目事業（2016～2018年度） 藤野興業・トキト・利晃建設・積水化学・
日水コン・都市技術センター 共同企業体

2期目事業（2019～2022年度）

3期目事業（2023～2027年度）

藤野興業・トキト・利晃建設・積水化学・日水コン・
クリアウォーターOSAKA 共同企業体
トキト・藤野興業・利晃建設・積水化学・日水コン・
クリアウォーターOSAKA 共同企業体

下水道管路ストックマネジメント・長寿命化の包括事業

［1］下水道施設の老朽化進展に伴い増加する維持管理、
　 改築・修繕業務に対する執行体制の確保
［2］民間ノウハウや技術を活用し業務効率化を実現することで
　 下水道事業運営の安定化を図る

都内初！予防保全型の改築業務を含む包括委託
積水化学グループとして、6件目の受託物件

武蔵野市

受託期間 受託者名

1期目事業（2024年～2028年）
むさしの下水道管路共同企業体

（ ）積水化学・淺間保全工業・管清工業・西部土木・日本水工設計・武蔵野トランスポートの
6者による共同企業体

包括的管理業務の目的

柏　市

全国初! 下水道管路施設の改築更新を主たる
業務とした予防保全型包括的民間委託

受託期間 受託者名

1期目事業（2018年～2022年）
柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務共同企業体

（ ）積水化学・奥村組・柏管更生有限責任事業組合・東葛環境整備事業協同組合・管清工業・東京設計事務所・
パシフィックコンサルタンツの7者による共同企業体

2期目事業（2023年～2028年）
柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務共同企業体

（ ）奥村組・積水化学・柏管更生有限責任事業組合・東葛環境整備事業協同組合・管清工業・東京設計事務所
の6者による共同企業体

［1］官民連携による下水道管路施設の機能維持・
 維持管理業務の効率化とサービスレベルの向上
［2］発生対応型維持管理から予防保全型維持管理へ転換し安定かつ継続的な下水道施設の機能維持

包括的管理業務の目的
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ウォーターPPPを支える積水化学 の製品と技術
管路の調査・診断から設計施工、維持管理までワンストップで対応！
昭和27年のエスロンパイプ発売以来の実績で豊富な製品サービスをご用意します。

S P R  工 法

複合管更生工法

管内側に硬質塩化ビニル製の
プロファイルを用いた更生管を
築造。裏込めを注入し、更生管と
既設管を一体化する工法です。

SPR-SE 工法
エキスパンドタイプ

自立管更生工法 適用管径:450～700mm

SPR工法の特長はそのままに、更生管
を拡経（エキスパンド）することで、既設
管と密着します。間詰め材注入や浮上
防止工は不要です。硬質塩化ビニルの
みで構成されたプロファイルで自立管
としての強度を発現します。

オメガライナー工法

小口径管路に折りたたまれた
形状記憶塩ビ管を挿入し、次に
蒸気加熱を加えることで、その
形状記憶塩ビ管が円形復元し、
既設管に密着します。 蒸気で

復元

適用管径:250～5000mm 自立管更生工法 適用管径:150～400mm

S P R - N X 工 法

複合管更生工法

SPR工法の特長はそのままに、
小型製管機・支保工レス注入技
術によって安全・短工期で施工
が可能です。

S P R - S E  工 法

自立管更生工法

プロファイルによる更生管だけで
自立強度を確保。既設管の強度を
期待できないような老朽管でも
更生できます。

適用管径:450～2000mm 適用管径:800～2200mm

劣化調査・診断システム
調査・診断

管に軽い衝撃を与えることにより管を振動さ
せ、計測された波形の周波数分布を解析する
「衝撃弾性波検査法」により、管体の劣化を定
量的に判定します。

クロスウェーブ

雨水貯留槽・雨水貯留浸透施設

地下に貯留槽を設置する事により、景観を損
なうことなく、大雨でも雨水を効率的かつ安全
に貯留して流出抑制。河川の氾濫や洪水など、
水害による被害を最小にします。

エスロン
RCP雨水３種管

雨水排水・貯留用 強化プラスチック複合管

雨水に特化したRCP管。許容土被り3.3m以内
にすることで管厚を薄くし、コストダウンを実
現しました。

老朽化が進むライフラインの更新、社会イン
フラの維持に今後大きく貢献できるものと
期待され受賞いたしました

2024年 第70回大河内賞
大河内記念生産賞 受賞

防災貯留型トイレシステム

災害用マンホールトイレ（貯留型）

あらかじめ埋設した仮設トイレ専用
配管のフタを開け、その上に仮設ト
イレを設置。下水道に直結している
ため汚物が溜まったら貯留槽の弁
を開け、汚水を下水道に流せます。

PICK
UP

特殊間詰材
（強度負担なし）

スチール部材
（強度部材）

硬質塩ビ

プロファイル高い剛性・強度を発現

Ω状に折りたたまれた管 円形復元した状態Ω状に折りたたまれた管 円形復元した状態

管更生業界初の
（公社）日本下水道協会 I類規格

下水道熱形成工法用硬質塩化ビニル更生管

取得

最大土被り3.3m以内※にすることで管厚を薄くし、

コストダウンを実現

RCP
外圧2種管

RCP
雨水3種管

呼び径の
1.7％管厚

呼び径の
2％管厚

RCP雨水3種管RCP外圧2種管

09 10

拡径
するだけで施工完了

（エキスパンド）

製 管 拡 径

UIEP 動画1分 UIEP 動画1分

SPR裏込め材
プロファイル

UIEP 動画1分

UIEP 動画1分

UIEP 動画1分

矩 形 円 形 馬蹄形
施工後

施工中

施工後

施工中

施工後

施工前

UIEP 動画1分
UIEP
動画1分

UIEP
動画1分

（公財）
日本下水道新技術機構
下水道技術・審査証明取得

（公財）
日本下水道新技術機構
下水道技術・審査証明取得

（公財）
日本下水道新技術機構
下水道技術・審査証明取得

（公財）
日本下水道新技術機構
下水道技術・審査証明取得

小型製管機

ワイヤーによる
口径制御

短工期で施工可能 !短工期で施工可能 !

支
保
工
レ
ス

設置可能！ 災害時平常時

適用範囲
鉄筋コンクリート管（外圧管１種）
口径 φ 200 ～ 700
規格長さ(2000mm・2430mm)

（公財）
日本下水道新技術機構
下水道技術・審査証明取得

公共施設、学校等の
駐輪場にも

国土交通省
水管理・国土保全局 下水道部
下水道BCP策定マニュアル掲載

衝撃弾性波法による
管路診断に関する共同研究
公益財団法人 日本下水道新技術機構

公益社団法人
雨水貯留浸透
技術協会
技術評価認定取得

公益財団法人
下水道新技術機構
新技術研究成果
証明取得

下水道用
強化プラスチック複合管
JSWAS K-2取得


